
安倍首相 明文改憲前のめり 

「日本会議」強力後押し 

大臣の擁護義務を無視 

しんぶん赤旗 2016 年 1 月 27 日(水) 

 安倍晋三首相の憲法改悪に向けた前のめりの姿勢が加速し続けています。 

世界中で協力 

 年頭会見（４日）、１０日のＮＨＫ番組での発言に続き、補正予算審議でも「来るべき選

挙でも政権構想の中で憲法改正を示す」（１２日）と踏み込み、２１日の参院決算委員会で

は、「どの条項を改正すべきかという現実的な段階に移ってきた」と答弁。２２日の施政方

針演説でも「逃げることなく答えを出していく」と言い放ちました。国務大臣の憲法尊重

擁護の義務（憲法９９条）を全く無視しています。 

 戦争法強行でアメリカの戦争に世界中で協力する体制整備に乗り出し、憲法９条との矛

盾が極限に達する中、憲法の条文そのものを変える明文改憲の姿勢を強めているのです。 

 自民党の稲田朋美政調会長もＢＳ番組の収録で、９条２項を明示して「立憲主義という

点からも空洞化している。変えるべきだ」と発言（２２日）。戦争法で自ら立憲主義を破壊

しつつ、「空洞化」を強調して明文改憲へと突き進もうとしています。 

 自民党関係者の１人は「首相は『１票の格差』是正の衆院選挙制度改革を急げと党の尻

をたたいている。（衆院選と参院選の）ダブル選の環境整備の一つだが、ダブルで勝てれば

改憲に踏み出す」と指摘します。 

緊急事態条項 

 明文改憲のテーマとして繰り返し言及されるのが「緊急事態条項」。自民党改憲草案では、

有事に内閣が「法律と同一の効力を持つ政令を制定」できるとし、国民の服従義務も定め

るなど、人権保障をはじめとする憲法の制限を突破する仕組みづくりです。 

 この「緊急事態条項」創設を強力に後押ししているのが、改憲右翼団体の「日本会議」

です。 

 １５年４月、新会長に就任した田久保忠衛氏（杏林大学名誉教授）は「日本会議」の機

関誌『日本の息吹』同年７月号のインタビューで、戦争法強行に突き進む安倍首相を「天

が下し給うたリーダー」と礼賛。「安倍総理のうちになんとしても憲法改正を」「皆さんと

共にこの決戦に臨んでいきたい」として、天皇の元首化、憲法９条改定に加え、「外国から

の攻撃、大震災、内乱、テロ、サイバー攻撃など緊急事態に際して、一時的に内閣総理大

臣に権力を集中する」の「３点の憲法改正を急がねばならない」と迫っています。 

“草の根”策動強める 



 『日本の息吹』の最新号（２月号）は、浜谷英博・三重中京大名誉教授の「憲法改正――

国家緊急事態条項の創設を急げ」という一文を掲載しています。 

大震災を口実 

 東日本大震災で「災害緊急事態の布告が見送られた最大の理由は、一部の国民の権利を

制限してでも被災地域の緊急支援を実施しようとする強い意思を、政権自体が自信を持っ

て示せなかった」ことだとし、「その背景には憲法における緊急事態条項の欠落がある」と

強調。「国家緊急事態条項の創設に向けた審議の促進と憲法改正の実現は焦眉の急である」

と主張しています。 

 その浜谷氏もまた、日本会議の椛島有三事務総長らとともに改憲勢力が立ち上げた「民

間憲法臨調」の運営委員を務めてきた人物です。 

 一方、安倍首相も稲田氏も、「日本会議」と一体の「日本会議国会議員懇談会」の役員を

歴任してきました。 

 改憲団体「美しい日本の憲法をつくる国民の会」が昨年１１月１０日、日本武道館で「今

こそ憲法改正を！ １万人大会」を開き、安倍首相も同大会に寄せたビデオメッセージで

「自民党憲法改正草案」を売り込み、「憲法改正に向けともに着実に歩みを進めてまいりま

しょう」と述べました｡ 

 共同代表の一人、桜井よしこ氏は大会でのあいさつで、「大規模な自然災害に対しても、

緊急事態条項さえない現行憲法では、国民の命を守り通すことは困難です」と強調しまし

た。安倍首相は、その翌日（１１月１１日）の国会閉会中審査で「緊急事態条項」創設に

意欲を示しました。 

 同会の共同代表には「日本会議」の田久保会長が就任。さらに「日本会議」前会長の三

好達氏も共同代表に名を連ね、事務局長には「日本会議」の椛島事務総長が就任するなど

「日本会議」と一心同体の、改憲推進の草の根団体です。 

署名運動展開 

 さらに同会は、１０００万人の賛同者拡大を目標に、９条改憲などの賛同署名運動を全

国的に展開しています。同会のつくった署名用紙では、▽天皇元首化▽９条２項に自衛隊

の規定を設ける▽「家族」条項の新設▽緊急事態対処規定の新設▽９６条の改憲要件緩和

▽前文に伝統・文化を盛り込む―などとしています。自民党改憲草案とほぼ重なる内容です。

各地の神社内で初詣の参拝客を対象にした署名集めも行っています。 

 また、署名用紙には「国民投票の際、賛成投票へのご賛同の呼びかけをさせていただく

ことがあります」と記載。今後、国会が改憲発議した後に行われる国民投票時の「働きか

け」名簿として使われる可能性もあります。署名用紙には電話番号の記入欄がつけられて

います。 

 日本会議系の改憲シンポジウムなどでは、この間、憲法守れの「九条の会」の活動の広

がりへの「対抗」がたびたび強調されてきました。 

 安倍政権と「日本会議」が共同しつつ、明文改憲の“草の根”策動を強めています。それを



上回る批判と反撃を広げることが必要です。 

【改憲めぐる発言】 

 安倍晋三首相   

 ■「（改憲については）参議院選挙でしっかりと訴えていく」「そうした訴えを通じて国民

的な議論を深めていきたい」（４日、年頭記者会見） 

 ■「緊急時に国家、国民がどのような役割を果たしていくべきかを憲法にどのように位置

づけるかは極めて重く、大切な課題だ」（１１日、参院予算委員会） 

 ■「（改憲は）正々堂々と議論し、逃げることなく答えを出していく」（２２日、施政方針

演説） 

 自民･稲田朋美政調会長  

 ■「（憲法で９条２項が）一番空洞化している条項」「９条２項は変えるべきだ」「（緊急事

態条項については）いかなる場合に人権を制限できるかしっかり議論しなければいけない」

（２３日のＢＳ朝日番組で） 

 

＜社説＞株価乱高下 年金の「出口戦略」が必要だ 

琉球新報 2016 年 1 月 26 日  

 日経平均株価の乱高下が続いている。原油先物相場の下げ止まりを受けて直近では上昇

しているが、昨年末の大納会の終値と比べると依然、１０％近い下落率だ。 

  

 県内は株式保有者の割合が全国に比べ低いが、この株価の不安定ぶりは沖縄とも無縁で

はない。国民年金と厚生年金の積立金を株で運用する割合が大幅に引き上げられているか

らだ。 

  年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は運用資産のうち国内株式の比率を２０

１４年１０月、それまでの１２％から一気に２５％へ引き上げた。株での運用は昨年９月

末で約２８兆円だったから、株価の下落率で単純計算すると、ことしに入ってわずか３週

間で２兆７千億円程度が失われた格好だ。 

  昨年７～９月期に四半期としては過去最大の約７兆８千億円の損失を出したのも記憶

に新しい。年金資産は将来の年金をしっかり担保するのが最大の使命である。極力安全に

運用しなければならない。現在の株での運用比率は高過ぎる。元の割合に戻すべきだ。 

  しかし一気に売却すれば株価が暴落し、かえって損失を被る恐れもある。いったん上昇

に転じた今の局面で、徐々に比率を下げる「出口戦略」に踏み出すべきだ。 

  それなのに安倍政権はかえって一段の拡大策に踏み込もうとしている。それまで民間投

資会社に運用委託していたのを、ＧＰＩＦが直接株式を購入できるようにしようとしてい

る。優秀なファンドマネジャーがいる民間でも利益を上げ続けるのは難しいのに、経験の

乏しいＧＰＩＦで大丈夫なのか。 



  もっと懸念されるのは、政府系機関が大株主になることで民間企業の経営が政治的思惑

で左右されかねないことだ。旧ソ連型の「計画経済」にもなりかねない。株価をつり上げ

ようとして政府の持つ情報が当該企業に不当に渡る事態も考えられよう。直接購入解禁は

懸念材料が多過ぎる。 

  既にＧＰＩＦは「クジラ」と称される世界最大級の機関投資家だ。運用額が巨額だから

株の売却が暴落を招きかねず、売るに売れない状況にある。頭がつかえて穴から抜けられ

なくなった山椒魚（さんしょううお）のごときだ。 

  そんな巨大過ぎるＧＰＩＦがさらに株式資産を拡大しやすくするのは、水野和夫・日大

教授（経済学）が指摘するように「自分で自分の首を絞めるようなもの」だ。「出口戦略」

構築は自明であろう。 

 


